
【様式第1号】

自治体名：伊豆の国市

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 138,315,361,142   固定負債 41,181,691,373

    有形固定資産 130,738,097,907     地方債等 28,725,625,044

      事業用資産 35,055,228,425     長期未払金 -

        土地 21,352,906,292     退職手当引当金 2,789,124,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 9,666,942,329

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,757,460,470

        建物 34,307,127,884     １年内償還予定地方債等 2,419,512,657

        建物減価償却累計額 -22,603,138,331     未払金 25,305,133

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 5,686,749,209     前受金 4,313,781

        工作物減価償却累計額 -4,038,231,631     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 234,623,834

        船舶 -     預り金 39,966,788

        船舶減価償却累計額 -     その他 33,738,277

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 43,939,151,843

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 141,522,820,558

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -40,919,860,315

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 349,815,002

      インフラ資産 93,853,800,445

        土地 4,678,041,863

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,176,012,859

        建物減価償却累計額 -509,497,412

        建物減損損失累計額 -

        工作物 190,402,217,151

        工作物減価償却累計額 -102,471,671,762

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 578,697,746

      物品 4,657,460,876

      物品減価償却累計額 -2,828,391,839

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,126,177,081

      ソフトウェア 115,535,846

      その他 1,010,641,235

    投資その他の資産 6,451,086,154

      投資及び出資金 906,820,000

        有価証券 -

        出資金 904,129,000

        その他 2,691,000

      長期延滞債権 338,150,570

      長期貸付金 17,918,900

      基金 5,270,692,222

        減債基金 627,485,761

        その他 4,643,206,461

      その他 -

      徴収不能引当金 -72,966,752

  流動資産 6,226,750,944

    現金預金 2,116,752,413

    未収金 798,732,849

    短期貸付金 8,285,487

    基金 3,199,173,929

      財政調整基金 3,199,173,929

      減債基金 -

    棚卸資産 6,520,269

    その他 144,964,046

    徴収不能引当金 -47,678,049

  繰延資産 - 純資産合計 100,602,960,243

資産合計 144,542,112,086 負債及び純資産合計 144,542,112,086

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：伊豆の国市

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 177,700,605

    その他 -

純行政コスト 33,997,570,574

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 483,266

  臨時利益 177,700,605

  臨時損失 78,314,872

    災害復旧事業費 5,200,000

    資産除売却損 72,631,606

    使用料及び手数料 1,312,798,391

    その他 504,347,553

純経常行政コスト 34,096,956,307

      社会保障給付 11,960,571,521

      その他 51,877,735

  経常収益 1,817,145,944

        その他 201,763,042

    移転費用 21,530,841,157

      補助金等 9,518,391,901

      その他の業務費用 441,066,169

        支払利息 160,885,107

        徴収不能引当金繰入額 78,418,020

        維持補修費 888,740,138

        減価償却費 5,310,610,438

        その他 4,135,344

        その他 615,471,822

      物件費等 10,352,381,353

        物件費 4,148,895,433

        職員給与費 2,575,430,799

        賞与等引当金繰入額 234,623,834

        退職手当引当金繰入額 164,287,117

  経常費用 35,914,102,251

    業務費用 14,383,261,094

      人件費 3,589,813,572

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：伊豆の国市

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 105,995,025,964 144,078,161,117 -38,083,135,153 -

  純行政コスト（△） -33,997,570,574 -33,997,570,574 -

  財源 28,585,524,092 28,585,524,092 -

    税収等 17,261,133,712 17,261,133,712 -

    国県等補助金 11,324,390,380 11,324,390,380 -

  本年度差額 -5,412,046,482 -5,412,046,482 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,572,704,320 2,572,704,320

    有形固定資産等の増加 2,221,991,325 -2,221,991,325

    有形固定資産等の減少 -5,811,365,774 5,811,365,774

    貸付金・基金等の増加 1,993,443,043 -1,993,443,043

    貸付金・基金等の減少 -976,772,914 976,772,914

  資産評価差額 2,082,290 2,082,290

  無償所管換等 15,281,471 15,281,471

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 2,617,000 - 2,617,000

  本年度純資産変動額 -5,392,065,721 -2,555,340,559 -2,836,725,162 -

本年度末純資産残高 100,602,960,243 141,522,820,558 -40,919,860,315 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：伊豆の国市

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 1,590,000

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 1,590,000

本年度末現金預金残高 2,116,752,413

財務活動収支 2,935,181,572

本年度資金収支額 29,762,406

前年度末資金残高 2,085,400,007

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,115,162,413

    地方債等償還支出 2,515,446,334

    その他の支出 32,892,094

  財務活動収入 5,483,520,000

    地方債等発行収入 5,483,520,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 290,058,983

    その他の収入 12,601,410

投資活動収支 -2,285,674,937

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,548,338,428

    その他の支出 169,342,500

  投資活動収入 1,353,372,674

    国県等補助金収入 530,162,416

    基金取崩収入 512,485,000

    貸付金元金回収収入 8,064,865

  投資活動支出 3,639,047,611

    公共施設等整備費支出 1,902,431,129

    基金積立金支出 1,567,273,982

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 5,200,000

    その他の支出 483,266

  臨時収入 -

業務活動収支 -619,744,229

【投資活動収支】

    税収等収入 16,858,452,232

    国県等補助金収入 11,379,117,495

    使用料及び手数料収入 1,319,376,250

    その他の収入 486,767,454

  臨時支出 5,683,266

    移転費用支出 21,530,841,157

      補助金等支出 9,518,391,901

      社会保障給付支出 11,960,571,521

      その他の支出 51,877,735

  業務収入 30,043,713,431

    業務費用支出 9,126,933,237

      人件費支出 3,642,582,104

      物件費等支出 5,143,184,512

      支払利息支出 160,885,107

      その他の支出 180,281,514

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 30,657,774,394



１．重要な会計方針

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・再調達原価

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・該当事項なし

②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・該当事項なし

イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・該当事項なし

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・該当事項なし

イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法　

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　10年～50年

工作物　 3年～80年

物品　　 2年～45年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法

①投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を

計上しています。

②徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

③退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を計上しています。

④損失補償等引当金

該当事項なし

⑤賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース及びリース料総額が300万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア以外のファイナンス・リース取引

　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品及び美術品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として

処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

(１)会計方針の変更

該当事項なし

(２)表示方法の変更

該当事項なし

(３)資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当事項なし

注記



３．重要な後発事象

(１)主要な業務の改廃

該当事項なし

(２)組織・機構の大幅な変更

(３)地方財政制度の大幅な改正

該当事項なし

(４)重大な災害等の発生

該当事項なし

４．偶発債務

(１)保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当事項なし

(２)係争中の訴訟等

該当事項なし

５．追加情報

(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －

地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。

(２)出納整理期間

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としています。

下水道事業会計

団体（会計）名

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

上水道事業会計


